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4　学校における対応

　全教職員の共通理解を図り、組織で対応する体制を構築し、学校全体で
取り組みます。

⑴　食物アレルギー対応委員会等の設置
●委員会の構成メンバー
○校長（総括責任者）、副校長、教頭、主幹教諭、教務主任、保健主事、養護教諭、給食主任、栄養教諭等、

学年主任、学級担任及び関係教職員

○必要に応じて…調理場関係者、教育委員会担当者、学校医、関係する保護者、主治医、部活動顧問、

実習等で食物を扱う場合の担当教員、学童保育担当者等を構成員に追加

●役　割

・アレルギー疾患を有する児童生徒の健康管理や対応について検討する。

・個々の児童生徒の「個別の取組プラン」を作成する。

・症状の重い児童生徒に対する支援の重点化を図る。

・ 校内外の支援体制や救急体制を整備するとともに、緊急時の対応を行った場合には事後の検証・

改善を行う。

・全教職員の共通理解を図る。

・校内研修を計画し、実施する。

・取組を評価・検討し、「個別の取組プラン」の改善を行う。

⑵　食物アレルギー対応に関する基本方針策定
●食物アレルギーを有する児童生徒においても、他の児童生徒と一緒に学校給食を食べることを前提とし

ます。

●誤食によるアレルギー症状を発症させないため、調理場の能力や環境に応じ、食物アレルギーを有する

児童生徒の視点に立った除去食等の対応を行います。

●方針を策定する際は、学校給食以外の活動においても食物アレルギーが起こることを想定して検討しま

す。

●このため、市町村教育員会等の方針に基づき、学校が個別に基本方針を策定することが重要です。

＜食物アレルギーの対応方針に盛り込む項目（例）＞＜食物アレルギーの対応方針に盛り込む項目（例）＞

●食物アレルギーを有する児童生徒の学校生活での管理と配慮

●食物アレルギー対応の研修

●学校給食における食物アレルギー対応

●学校、調理場（単独・共同）の施設・人員等の環境整備
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⑶　教職員の役割

校 長 等

・校内の食物アレルギー対応のすべての最高責任者であり、市町村教育委員会等の方針
の主旨を理解し、教職員に指導する。
・食物アレルギー対応委員会を設置する。
・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に実施する。
・関係教職員と協議し、対応を決定する。

保 健 主 事 ・食物アレルギー対応委員会を開催する。
・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を把握し、全教職員間で連携を図る。

教 職 員

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態や「個別の取組プラン」を情報共有する。
・緊急措置方法等について共通理解を図る。
・学級担任が不在のとき、サポートに入る教職員は、担任同様に食物アレルギーを有す
る児童生徒のアレルギーの内容等を把握し、同等の対応ができるようにする。

学 級 担 任

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態や「個別の取組プラン」、緊急措置方法等に
ついて把握する。
・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に行う。
・給食時間は、決められた確認作業（指さし・声だし）を確実に行い、誤食を予防する。
また、楽しい給食時間を過ごせるように配慮する。
・食物アレルギーを有する児童生徒の給食の喫食や食べ残し状況等を記録し、実態把握
に努める。
・給食時間中に教室を離れる場合には、事前に他の教職員に十分な引き継ぎを行う。
・他の児童生徒に対して、食物アレルギーを正しく理解させる。

養 護 教 諭

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握や「個別の取組プラン」、緊急措置方法
等（応急処置の方法や連絡先の確認）を立案する。
・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に実施する。
・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を把握し、全教職員間で連携を図る。
・主治医、学校医、医療機関との連携を図り、応急処置の方法や連絡先を事前に確認する。

栄養教諭等

・食物アレルギーを有する児童生徒の実態把握や「個別の取組プラン」を立案する。
・個別面談をマニュアルに定められた者と一緒に実施する。
・安全な給食提供環境を構築する。
・マニュアルや「個別の取組プラン」等に基づき、具体的な調理・配膳作業等を管理する。

調 理 員 ・食物アレルギーを有する児童生徒の実態を理解し、対応の内容を確認する。
・栄養教諭等の調理指示をもとに、安全かつ確実に作業する。
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⑷　対応環境やマニュアルの整備
●市町村の対応マニュアルを基に、各学校の基本方針、誤食や誤配を防止するためのルールを整備し、校

内のマニュアルを作成します。

●除去食等の対応については、調理場から、教室までの受け渡し場所、方法、教室での対応等、共同調理

場との連携を含め記載します。

●学校給食が共同調理場の場合は、必要に応じて受配校とも十分に連携します。

⑸　緊急時対応体制の整備と確保
●市町村教育委員会や、学校医、主治医、医療機関及び消防機関と連携を図った緊急時の体制を整備します。

●学校や調理場の状況を踏まえた上で、緊急時に円滑な対応ができるように、危機管理マニュアルに食物

アレルギー対応を組み入れます。

⑹　校内研修の実施
●全教職員が食物アレルギーやアナフィラキシーの正しい知識を持ち、「エピペンⓇ」を正しく扱えるよ

うに実践的な研修を行います。

●全教職員が各自の役割を理解し、習熟するために、シミュレーションを取り入れます。

●短時間勤務の教職員が研修に参加できるように、日時の配慮や研修内容を把握できるようにすることも

必要です。

＜シミュレーションとして考えられる場面（例）＞＜シミュレーションとして考えられる場面（例）＞

●登下校中や休憩時間中など様々な活動場面

●除去食対応や弁当持参の場合の取り扱いの場面

●管理職や学級担任、養護教諭が不在の場合等

⑺　保護者・学校間の連携
●保　護　者：個別面談で家庭における食生活の状況など詳細な情報を収集し、具体的な対応内容につい

て十分に相互理解を図ります。

●学　校　間：進学や転学等の場合には、転校当初のリスクを可能な限り減らすため、保護者の了解のも

とに、進学先や転学先の学校と情報を共有します。

●学童保育等：学校の管理下にない場所でも、市町村の食物アレルギー対応マニュアル等を基に児童生徒

の安全が確保できるように関係者と連携します。

⑻　全ての事故・ヒヤリハット事例の報告
●全教職員は、全ての事故及びヒヤリハット事例を管理職に報告します。

●学校給食を起因として起きた事故やヒヤリハット事例について調理場と状況や原因についての情報を共

有します。

●校長は、事故やヒヤリハット事例について、市町村教育委員会に報告します。

●学校内に起こった事故やヒヤリハット事例について、校内の食物アレルギー対応委員会において対策を

検討し、事故防止の徹底に努めます。


